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【335.4MHz以下】

95 108
船舶通信(国際ＶＨＦ等)・

放送中継・各種用途(固定･移動)

公共・一般業務（移動）

ア
マ
チ
ュ
ア

各種用
途

(固定・
移動)

非静止
移動衛星↓

非静止
移動衛星↑

航空管制通
信

運航管理通
信

航空無線標識(VOR)
計器着陸ｼｽﾃﾑ(ILS)

放送（TV放送以外）

航空用
救命無線

FM放送・
コミュニティ放送

電気通信業務
(無線呼出)

ア
マ
チ
ュ
ア

電通・公共・
一般業務・
放送中継

(固定･移動)

公共業務（固定・移動）・
ラジコン・ラジオマイク(特定小電力)・

テレメータ・テレコントロール

補聴援助用・音声ｱｼｽﾄｼｽﾃﾑ・
ﾗｼﾞｵﾏｲｸ(特定小電力)

航空無線標識
(ﾏｰｶﾋﾞｰｺﾝ)

14654 68

※1 赤字は、今回の改定により、新たに追加した取組を示す。
※2 青字は、前回の改定時（平成28年10月）から進捗のあった取組を示す。

市町村防災行政無線【60MHz帯】

市町村防災行政無線（60MHz帯（同報系に限る。））につ
いては、平成27年２月に技術基準を整備した、従来よりも
低廉なシステム構築が可能な新たなデジタル方式のほか、
デジタル化のメリットを自治体に周知し、機器の更新時期
に合わせてデジタル方式への早期移行を推進する。

公共業務（移動）魚群探知
テレメータ・ラジオブイ

公共業務（移動）
航空管制通信

放送
（TV放
送以外）

ラジコン・
ラジオマイク（微弱型）

ラジコン・
ラジオマイク（微弱型）0.405

0.5265

船舶無線電信・
NAVTEX

117.975
各種用途

（固定・移動）

アマチュア

137 156

【別紙２】

各種用途（固定・移動）

次世代航空機着陸誘導システム
【108-117.975MHz】

VHF帯の航空無線航行業務について、次世代の航空機
着陸誘導システム（GBAS）の導入のための技術的検討を
進め、平成32年度中の運用開始に向けて制度整備を行う。

170

無人移動帯
画像伝送
システム

［MHz］
335.4

154.44375 154.6125

各周波数区分における具体的取組

各種用途
（固定・
移動）

VHF帯の航空移動(R)業務用無線
【117.975 - 137MHz】

VHF帯の航空移動(R)業務用無線は近年ひっ迫し

てきていることから、免許人による無線設備の導入及
び更改計画に配慮しつつ、狭帯域化を進める。

広帯域電力線搬送通信設備 【２～30MHz】
広帯域電力線搬送通信設備については、屋外での実験制度を平成16年

に導入しているが、近年実用化を志向した取組が活発化している。これを踏
まえ、ＩｏＴの進展により増加・多様化する無線システムとの共存が可能とな
るよう、無線局への影響に配慮しつつ、具体的なサービスニーズを検証する
ための屋外等での広帯域電力線搬送通信設備の実験を推進し、無線シス
テムとの共存条件や技術的条件の検討を進める。

HF帯海上無線システム
【4 - 25MHz】

HF帯海上無線システムにデータ通信を導入することに伴い、電信

用周波数を圧縮するための技術的検討を行う。自動周波数選択装
置(ALE)を導入することを前提として新たな国際規格が検討されて
いることから、その状況を踏まえ、平成30年度中に制度整備を行う。
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人・動物
検知通報
システム

222

【335.4MHz以下（続き）】

95 108
船舶通信(国際ＶＨＦ等)・

放送中継・各種用途(固定･移動)

公共・一般業務（移動）

ア
マ
チ
ュ
ア

各種用
途

(固定・
移動)

非静止
移動衛星↓

非静止
移動衛星↑

航空管制
通信

運航管理
通信

航空無線標識(VOR)
計器着陸ｼｽﾃﾑ(ILS)

放送（TV放送以外）

航空用
救命無線

146

市町村防災行政無線、都道府県防災行政無線【150MHz帯】
・ 都道府県防災行政無線（150MHz帯）については、周波数移行の状況を定期的に確認 し、
機器の更新時期に合わせて260MHz帯への移行を推進する。

・ 市町村防災行政無線については、平成26年11月に技術基準を整備した、従来よりも低廉
なシステム構築が可能な新たなデジタル方式のほか、デジタル化のメリットを自治体に周知
し、機器の更新時期に合わせてデジタル方式(260MHz帯)への移行を推進する。

公共業務（移動）
航空管制通信

放送
（TV放
送以外）

117.975

列車無線【150MHz帯】

150MHz帯を使用する列車無線については、首都圏における列

車の過密ダイヤに伴う列車の安全走行への関心の高まりから、高
度化が望まれているとともに、長波帯を使用する誘導無線からの
移行需要があることから、消防無線の移行後の跡地等も使用し、
アナログ方式からデジタル方式（150MHz帯）へ早期の移行を推
進する。

各種用途
（固定・移動）

137 156

人工衛星局を利用した自動船舶識別装置
（AIS）【160MHz帯】
海岸局及び船舶局向けに送信しているAISについて、人工衛星

局に対する送信を可能とするため、技術的検討を行い、平成30年
12月31日までに制度整備を行う。

水防道路用移動無線【150MHz帯】

国土交通省の水防道路用移動無線について、
消防無線の移行後の跡地等も使用し、アナログ方
式からデジタル方式（150MHz帯）へ平成33年5月
までに移行を完了する。

VHF帯海上無線システム
【150MHz帯】

VHF帯海上無線システムにデータ通信を導入することに伴い、音

声用周波数を圧縮し本周波数帯域内での再編を行うための技術的
検討を行い、平成29年度中に制度整備を行う。

170

無人移動帯
画像伝送
システム

［MHz］
335.4

154.44375 154.6125

簡易無線【150MHz帯】
平成24年12月に新たに割当てが可能と

なったデジタル方式の簡易無線の普及を進
め、アナログ方式からの移行を促進する。

各種用途
（固定・
移動）

322

公共業務（移動）
航空管制通信

コードレス
電話（子機） 電波天文

計器着陸
システム

279.95 287.95

センサーネットワーク【280MHz帯】

280MHz帯電気通信業務用ページャーについて、今後の

サービス需要動向を注視し、サービス需要に応じて周波数
の割当てを見直すとともに、当該周波数帯において他の周
波数帯域でも提供が予定されているセンサーネットワークの
市場動向を考慮しつつ、280MHz帯を広域のセンサーネット
ワーク等を利用させる新たな電波利用ニーズが十分である
かについて精査し、新たなシステムの技術的検討等の検討
を開始する。

Ｖ－Ｈｉｇｈ放送用周波数【207.5～222MHz】
Ｖ－Ｈｉｇｈ放送用周波数については、関係者の意見等を十分に踏

まえ、具体的な有効利用の方策について検討を行う。
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470

【335.4～714MHz】

各種用途（固定・移動）
・特定小電力

ア
マ
チ
ュ
ア

特
定
小
電
力

簡易無線
【350MHz帯、400MHz帯】

平成20年８月に技術基準の整備を行った
デジタル方式の簡易無線の普及を進め、周
波数割当計画において平成34年11月30日
までと周波数の使用期限が付されているア
ナログ方式からの移行を図る。

420 430

マリンホーン
【350MHz帯】

地域的な偏在や無線局数の減少
傾向に加え、旧規格の使用期限を
踏まえ、平成34年までに他の無線シ
ステムによる代替等移行を図る。

公共・一般業務
（固定・移動）

コードレス電話
（親局） 国際輸送用データ

伝送用アクティブタグ
衛星用非常位置指示
無線標識（EPIRB）

［MHz］

348.5625
～348.8 468.55

～468.85

デジタル簡易無線
(免許局)
467
～467.4

351.16875
～351.38125

デジタル簡易無線(登録局)

水防道路用移動無線
【400MHz帯】

国土交通省の水防道路用移動無線について、
消防無線の移行後の跡地等も使用し、アナログ方
式（400MHz帯）からデジタル方式（150MHz帯）へ
平成33年5月までに移行を完了する。

船上通信設備
【400MHz帯】

400MHz帯船上通信設備の狭帯域デジタル化について
技術的検討を行い、平成29年度中に技術的条件の検討
を行う。

457.5
～457.6

335.4

地域振興用ＭＣＡ
【400MHz帯】

アナログ方式の地域振興用ＭＣＡについて
は、通信の高度化や周波数の有効利用を図
るため、アナログ方式からデジタル方式へ早
期の移行を図るとともに、350MHz帯マリン
ホーンの代替システムとして利用を推進する。

市町村防災行政無線、都道府県防災行政無線
【400MHz帯】

・ 都道府県防災行政無線については、周波数移行の状況を定期的に
確認し、機器の更新時期に合わせてデジタル方式(260MHz帯)への
移行を推進する。

・ 市町村防災行政無線については、平成26年11月に技術基準を整備し
た、従来よりも低廉なシステムの構築が可能な新たなデジタル方式の
ほか、デジタル化のメリットを自治体に周知し、機器の更新時期に合わ
せてデジタル方式(260MHz帯)への移行を推進する。

367.44375
～367.74375

385.44375
～385.74375

(基地局) (陸上移動局)

465.0375
～465.15

各種用途
（固定・移動）

各種用途（固定・移動）
・特定小電力

TV放送（13～52ｃｈ）

特定ラジオマイク

714

タクシー無線
【400MHz帯】

アナログ方式のタクシー無線については、通信の高
度化及び周波数の有効利用を図るため、アナログ方
式からデジタル方式へ早期の移行を推進する。

列車無線【400MHz帯】
列車無線については、列車の安全走行への関心の高まり

から列車制御システムの高度化が望まれているため、
400MHz帯の列車制御に必要な検討を行う。

467.5
～467.65

440
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915 960
［MHz］

810

【714～960MHz】

ラジオマイク

パーソナル無線
【903～905MHz】
パーソナル無線の割当期限は平成27年11月30日であり、

新たな無線局の免許付与を行わないが、割当期限日を決定
する前に免許した無線局は、その有効期限を迎えるまでは
運用が可能である。引き続き、運用していない無線局につい
ては、速やかに廃止の手続きを行っていただくように周知広
報を行っていく。

850 860 900 945

MCA
陸上
移動
通信

携帯無線
通信

携帯無線
通信

714

特定ラジオマイク
【770～806MHz】
特定ラジオマイクの現行周波数帯の最終使用期限につい

ては平成31年３月31日までとされている。引き続き、終了促
進措置により、地上テレビジョン放送用周波数帯のホワイト
スペース等及び1.2GHz帯への周波数移行を進める（ホワイ
トスペースにおける他の無線システムとの共用については、
「TVホワイトスペース等利用システム運用調整協議会」にお
いて、運用調整を実施中）。

携帯無線通信

718
750 770 806

携帯無線通信

765755

RFID MCA陸上
移動通信

940

高度
道路交通
システム

携帯無線通信携帯無線通信

748

特定ラジオマイク

890
815 845 928 930

小電力無線システム
【915～930MHz】
構内無線局として規定されている920MHz帯

移動体識別について、平成30年度中を目途に、
公道等広く屋外で利用できるよう技術的条件の

検討を行う。

自営用無線システム【900MHz帯】

将来の自営用無線システムの高度化及び周波数
有効利用に向けた技術的検討を行う。

電子タグシステム【950～958MHz】
電子タグシステムの現行周波数帯の使用期限については

平成30年３月31日までとされている。引き続き、終了促進措
置により、920MHz帯へ周波数移行を進めるとともに、特定
小電力無線局の電子タグシステムについては、エンドユー
ザーを把握することができないものも含まれるため、機器の
使用期限について周知広報を行う。
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GPS等

1710［MHz］960

電波
天文

移動
衛星↑

移動
衛星↓

気象援助
気象衛星

電波
天文

無線航行
衛星

移動
衛星↑

2400［MHz］1710

IMTバンド IMTバンド
携帯無線

通信

公共業務（固定） PHS

IMTバンド

2025.5 2075.5

携帯無線通信携帯無線通信 宇宙運用↓ 公共業務
（固定・移動）

移動
衛星↓

IMT
バンド

2205.5 2255.5

宇宙運用↑携帯無線
通信

【960MHz～3.4GHz】

3400
［MHz］

2400

産業科学医療用（ISM） IMTバンド

無線LAN等

アマチュア 電波天文

移動衛星↑

電波ビーコン（VICS）

移動衛星↓

移動通信システム【1.7GHz帯】

・ ４Ｇ等の移動通信システムの周波数需要に対応するため、既存の公共業務用無線局の4GHz帯等への周波数
移行・再編を進めるとともに、終了促進措置を活用し、2017年度末頃までの周波数割当てを目指す。

移動通信システム【2.3 / 2.6GHz帯】
・ 2.3GHz帯については移動通信システム向けの周波数割当てを可能とするため、公共業務用無線局（固定・移動）
との周波数共用や再編について引き続き検討を推進する。2.6GHz帯については次期衛星移動通信システム等の
検討開始に向けて、移動通信システムとの周波数共用の可能性について技術的な観点から検討を推進する。

1749.9 1784.9 1844.9 1879.9

移動
衛星↑

携帯無線通信 携帯無線通信

14001350

各種
レーダー

IMTバンド

各種
レーダー

航空無線航行（DME/TACAN、ARSR）
地球探査衛星、宇宙研究、無線標定、
無線航行衛星

ルーラル加入者無線

1915.71884.5

無人移動体画像伝送システム 【1.2GHz帯】
2.4GHz帯、5.7GHz帯等の周波数の電波を使用して上空からの画像伝送が可能な無線局として無人移

動体画像伝送システムの無線局が制度整備されたことを受けて、1.2GHz帯を使用するアナログ方式の画
像伝送システムについては、今後は2.4GHz帯、5.7GHz帯等を使用することを推奨していく。

FPU
1278.5 1284.5

FPU

2330 2370

1920 1980 2110 2170 2200

2660 2690 2700

地域BWA【2.5GHz帯】

地域BWAの高度化を可能とし、提供すべき公共サービスに関し市町村との連携等を要件として明確化する制度整備（平成
26年10月１日施行）以降、新規参入や高度化の動きが活発化しており、今後も電波の有効利用を図る観点から、定期的に周
波数の利用状況を確認し、公表するとともに、地域BWAの制度趣旨や有効性について、地方自治体等に周知・広報を行う。

広帯域移動無線アクセスシステム 広帯域移動無線アクセスシステム



3400 36003456

3422.53404.5

3426.5 4200 4400[MHz]

航空無線航行（電
波高度計等）

移動通信システム 【3.4/3.7GHz帯】

ア 3.4～3.48GHz（3.4GHz帯）の既存無線局の移行に関して、(i) 3.4GHz帯音声STL/TTL/TSL及び監視・制御回線について
はMバンド（6570～6870MHz）又はNバンド（7425～7750MHz）、(ii) 3.4GHz帯音声FPUについてはBバンド（5850～
5925MHz）又はDバンド（6870～7125MHz）を原則として、平成34年11月30日までに周波数移行する。また、４Ｇ等の移動通
信システムの導入に向けて、終了促進措置を活用し、平成29年度末頃までの割当てを目指す。

イ 3.6～4.2GHz（3.7GHz帯）への５Ｇの導入に向けて、ITU、3GPP等における国際的な検討状況や研究開発動向等を踏まえ
た上で、平成30年度末頃までの周波数割当を目指し、平成30年夏頃までに技術的条件を策定する。また、3.7GHz帯及び
4.5GHz帯で最大500MHz幅を確保することを目指す。

ウ ５Ｇについて、2020年の実現を目指し、研究開発・総合実証及び国際標準化を推進する。

【3.4～4.4GHz】

IMTバンド

音声
STL/TTL/TSL

音
声
Ｆ
Ｐ
Ｕ

監視・制御回線

衛星通信
第４世代移動通

信システム
（携帯無線通信）

3480
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【4.4～5.85GHz】

無線ＬＡＮ
【5150～5350MHz / 5470～5725MHz】
平成32年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会をも見据えた将来の

トラヒック増に対応できる5GHz帯無線LANシステムの実現に向けて、他の既
存無線システムとの共用条件等の技術的検討を進める。特に、現在屋内使
用に限定されている5.2～5.3GHz帯の屋外使用等を実現するため、平成29
年度中に技術基準を策定する。

4400 5850
［MHz］

5350

各種レーダー

産業科学
医療用
（ＩＳＭ）

ＤＳＲＣ等

アマチュア

5000

プランバンド
（固定衛星↓）

自動着
陸誘導
システム
（MLS)

5150

5470 5725

4900

5GHz帯無線アクセス
システム

移動通信システム 【4400～4900MHz】
ア 4.4～4.9GHz（4.5GHz帯）への５Ｇの導入に向けて、ITU、3GPP等における国際的な検討
状況や研究開発動向等を踏まえた上で、平成30年度末頃までの周波数割当を目指し、平成
30年夏頃までに技術的条件を策定する。また、3.7GHz帯及び4.5GHz帯で最大500MHz幅を
確保することを目指す。

イ ５Ｇについて、2020年の実現を目指し、研究開発・総合実証及び国際標準化を推進する。

無線LAN

無線LAN

無人航空機システム（UAS）
【5030～5091MHz】

5GHz帯の無人航空機のCNPCに分配されている周波数の利用を可能と
するため、平成31年を目途に、航空システムの国際標準化を推進する。

狭域通信システム（DSRC）
【5770～5850MHz】
現行の5.8GHz帯DSRC（ETCと同様の技術を

使った情報提供システム）のサービス拡張性の確
保に向け、将来の協調型ITS（高度道路交通システ
ム）及び電波を利用してネットワークとつながる車
であるConnected Carの重要性や国際調和の確
保等の観点から、新たな車車間通信等の導入に関
する技術的検討・検証を行う。
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固
定
・
移
動

固定・移動
（エントランス・
ヘリテレ等）

衛
星
間
通
信

放送衛星
フィーダ
リンク

各種レーダー等

放
送
衛
星

衛
星
通
信

衛
星
通
信

【 5.85～23.6GHz】

電気通信業務（固定） 等
公共・一般・

放送事業（固定）

7.9
［GHz］

23.6
［GHz］

各
種
レ
ー
ダ
ー

航空機搭載型合成開口レーダー
【 9.2～9.8GHz】
災害発生時における早急な被害状況調査や遭難者捜索

等に最適な９GHz帯航空機搭載型合成開口レーダーの導入
に向け、平成29年度中に無線設備の技術的条件の検討を
行う。

Ｂ
Ｓ
放
送

Ｃ
Ｓ
放
送

超高精細度テレビジョン放送（４Ｋ・８Ｋ放
送） 【11.7～12.2GHz】

12GHz帯の超高精細度テレビジョン放送（４Ｋ・８Ｋ放送）の円滑
な導入に向け、既存の無線システムとの周波数共用に関する技
術的検討等を進める。

9.2 12.211.710.25 14.4 17.3 21.4 22

各
種
レ
ー
ダ
ー

無
線
ア
ク
セ
ス

放送衛星
フィーダ
リンク

13.9

アマチュア

5.85

C
A
T
V
中
継

衛星通信

無
線
ア
ク
セ
ス

放送事業

放送事業

衛星コンステレーション 【Ka/Ku帯】

2020年頃にサービス開始が見込まれるKu/Ka帯非静止衛星
コンステレーションについて、導入に向けた検討を実施する。

12.7513.25 17.7

ケーブルテレビ事業用無線伝送システム
【23GHz帯】

23GHz帯のケーブルテレビ事業用無線伝送システムにおい
て、平成30年度を目途に双方化を実現するため、技術的検討
を進める。

公共・一般・
放送事業
（固定）

放送事業
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無線アクセス

【23.6GHz超】

移動通信システム（５Ｇ等） 【27.5～29.5GHz】
ア27.5～29.5GHz（28GHz帯）への５Ｇの導入に向けて、ITU、3GPP等におけ

る国際的な検討状況や研究開発動向等を踏まえた上で、平成30年度末頃ま
での周波数割当を目指し、平成30年夏頃までに技術的条件を策定する。また、
28GHz帯で最大2GHz幅を確保することを目指す。

イ ５Ｇについて、2020年の実現を目指し、研究開発・総合実証及び国際標準化
を推進する。

ウWRC-19での検討周波数帯（24.25GHz～27.5GHz、31.8GHz～33.4GHz
等の11バンド）について、ITU、3GPP等における検討状況や諸外国の動向等
を踏まえつつ、５Ｇとその他の無線システムとの共用検討等を行う。

300
［GHz］

電
波
天
文

23.6 29.5

アマチュア

衛星通信

3127.524.25

衛星コンステレーション 【Ka/Ku帯】

2020年頃にサービス開始が見込まれるKu/Ka帯非静止衛星
コンステレーションについて、導入に向けた検討を実施する。
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